宇美町商工会 人材育成事業助成金交付規程
（目的）

第１条　この規程は、宇美町商工会会員が経営情報の収集や知識・技術の習得のため、人材育
成機関（中小企業大学校及び宇美町商工会長が認定する研修機関（以下「研修機関」という。））
の行う研修に参加する場合に、これに要する経費の一部を助成することによって、会員の事
業の健全な発展に寄与することを目的とする。
（対象研修）

第２条　助成の対象とする研修は、研修期間が実施する各種研修のうち、その期間が通算して
一週間以内のものとする。
２　保有資格等の更新に対する講習会・研修会は対象外とする。
３　研修の受講対象者は、事業主（法人にあっては役員を含む。）、後継者及び従業員とする。
（助成金額）

第３条　助成金額は、研修期間が定める受講料の2分の1以内とし、1人につき1万５千円を
限度とする。

２　一事業所につき同一年度内の受講者は3名までとする。

３　他の公的機関の助成を併せて受ける場合は、助成金の合計額が受講料の総額を越えない範
囲において助成する。この場合は百円未満の端数は切り捨てる。
（申請及び請求）

第４条　この規則に基づき助成を受けようとする者は、研修開始前に受講申込書の写しを添え
て、助成金交付申請書（様式1）を会長に提出しなければならない。
２　研修の受講終了後、速やかに終了証の写し及び受講料領収証の写しを添えて、助成金交付
請求書（様式2）を会長に提出しなければならない。
（助成金の交付）

第５条　会長は、前条の書類を受理した場合、これを審査し適当と認めた場合は、助成金交付
決定通知書（様式3）により通知するとともに助成金を交付する。
２　助成金の交付は事業主に対して行う。

（助成金の取消返還等）

第６条　会長は、偽りその他不正の手段により、助成金の交付を受けた者があるときは、その
者から、助成金の全部又は一部を返還させることができる。

（その他）

第７条　この規程に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。

附　則

（実施の時期）
この規程は、令和6年4月1日から実施する。
人材育成事業助成金交付規程
様式１号
人材育成事業助成金 交付申請書
年
月
日
宇美町商工会長
様
事業所名所 在 地
代表者名
㊞
TEL
－
FAX
－
宇美町商工会が行う人材育成事業助成金制度の助成を受けたいので、交付規則第４条に基づき、次のとおり申請いたします。
なお、万一申請内容に変更が生じた場合は、速やかにその旨通知致します。
	研
	修 講 座
	名
	

	研
	修
	期
	間
	年年
	月月
	
	日から
日まで
日間

	受
	講
	者
	名
	

	受
	講
	料
	円（１人当たり
円）

	助成金の申請額
	
	
	円
	※受講料の２分の１以内、1 人１ 万５千円限度

	他の公的機関から
	（ありの場合
	あり
名称
	
	•
	なし
、金額
円）

	の助成予定
	
	
	
	
	

	添
	付
	書
	類
	受講申込書の写し


人材育成事業助成金交付規則
様式２号
人材育成事業助成金 交付請求書
宇美町商工会長
様


事業所名所 在 地

年
月
日
代表者名
㊞
TEL
－
FAX
－
年  月  日付で人材育成事業助成金交付申請をしておりました
「
」講習について受講が修了しましたので、交付規則第４条 ２項に基づき次のとおり請求します。
	研 修 講 座 名
	

	研
修
期
間
	年
月
日から
年
月
日まで
日間

	受
講
者
名
	

	受
講
料
	円（１人当たり
円）

	他の公的機関からの助成予定
	あり ・
なし
（ありの場合
名称
、金額
円）

	助成金の請求額
	円
※受講料の２分の１以内、1 人１ 万５千円限度

	添
付
書
類
	① 研修修了証の写し ②受講料領収書の写し

	振 込 先 銀 行
（事業主）
	銀
行
店
信用金庫
店

	
	普通・当座
預金
	口座番号

	
	口座名義


人材育成事業助成金交付規則
様式３号
人材育成事業助成金 交付決定通知書
年
月
日
事業所名
代表者名
殿
宇　美
町
商 工
会
年
月
日付で請求のあった「
」講習について、次のとおり交付することに決定いたしましたので、交付規則第５条に基づき通知いたします。
	研 修 講 座 名
	「
」講習

	研
修
期
間
	年
月
日から
年
月
日までの
日間

	受
講
者
名
	

	受講料請求額
	円

	交 付 決 定 額
	円

	振 込 先 銀 行
	銀
行
店
信用金庫
店

	
	普通・当座
預金
	口座番号

	
	口座名義

	送 金 予 定 日
	
年
月
日


